
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

全体の総会・講演会及びブ
ロックとしての幹事会・講演
会に参画している。

33

廃止予定
の有無

東村山市

122

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

対象

指定
管理

企画研究
会全体及
び第5ブ
ロックに
おける総
会・幹事
会・講演
会の開催
数(回)

東京都市町村企画研究会規程（昭和46年6月8日施行）

事業
内容
・

活動
手段

小平市 東村山市 清瀬市

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

3

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

外部評価

補助
金

目的
・

意図 3 470

2,850

5

6 5

8

市町村行財政上の諸問題に関
する調査研究及び情報、資料
の共有を図ることで、自治体
として抱える課題の解決に結
びつける。

政策会議
の開催数
(回)

対象

行政
補完的

政策的

5 492 497 82,833 －

説明：
東京都市町村全体に及ぶものであり、市
独自の業務フロー構築や制度改正は困難
である。

総合評価（課題・方向性）：
東京都予算編成に対する要望、地域主
権改革への対応についての情報の共有
化など、重要な役割を果たしているも
のの、ブロックにおける活動の中に
は、やや惰性的になっている傾向を感
じるものもある。

達成度 31

庁議構成員（理事者・部長・
参事）

22

9

5 475

473

効率性

説明：
出席会議数は減少したが、出席会議数に
限らず研究活動や幹事市等との連絡調整
は継続的に実施しているため、単位当た
りコストが上昇している。東京都市町村
全体に及ぶものであり、単独市での効率
化は困難であるが、今後も効率的な事務
執行を心がける。

市政運営上の課題について
は、理事者からの指示、担当
部からの相談、または企画調
整課から自発的に提起し、そ
の解決に向けた調整等を行っ
ている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

6,334 6,356 32,763

業務フローに改
善の余地がある

自主的
(条例・規則等)

小平市 清瀬市 西東京市

終期

指定
管理

52,556

480

制度改正の
余地がある 　

60,000

効率性 1 達成度上乗せ 横出し

194
廃止予定
の有無

現状維持
自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 30年度の方向性
業務フローに改
善の余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

補助
金

目的
・

意図

多面的な視点から検討を重
ね、一定の方向性、結論を出
す。

22

33

対象

市政運営上の課題で、各部の
みで解決できない事案 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

3

説明：
定期的に行う理事者との課題協議におい
ては、効率的に議論を進める事ができ、
一定の効率化を図ることができた。一
方、官学連携や官民連携などにおける新
たな課題対応が求められることとなり、
事業費・人件費共に増となった。

5,871 5,904 48,393

現状維持

202 67 67 16,756 16,823 83,282 －

説明：
市政運営上の課題調整については、課題
により調整方法等も変わるため、フロー
や制度の確立は難しいと考えるが、適宜
適切な調整方法をとり課題調整を実施し
ている。

総合評価（課題・方向性）：
理事者との課題協議をはじめ、様々な
課題に対し事務局として、または調整
役としての機能が求められる。
今後も市政運営上の課題整理について
は効率的な対応を継続していく。事業

内容
・

活動
手段

現状維持

東久留米市庁議等の設置及び運営に関する規則

13 12 12 722 734 56,462 －

説明：
市行財政の重要施策等を審議策定する庁
議の適正な運営を助ける場として重要な
位置づけであり、業務フロー改善・制度
改正の余地はないと考える。

総合評価（課題・方向性）：
市政の意思決定、情報共有の場であ
り、また庁議の適正な運営を助ける場
として重要な機能を果たしており、今
後も効率的な運営に心がけ継続してい
く。

30年度の方向性

東久留米市庁議等の設置及び運営に関する規則
 

 直営
（委託無）

説明：
市行財政の重要施策等を審議策定する場
として重要な位置づけであり、業務フ
ロー改善・制度改正の余地はないと考え
る。

効率性

58,091

効率性 3 達成度

政策会議構成員および事案関
係部・課長

説明：
今後も効率的な運営を心がける。

633 639
3

30年度の方向性　

対象 外部評価

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

11 6

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

3 3

説明：
今後も効率的な運営を心がける。

現状維持

総合評価（課題・方向性）：
市政の意思決定、情報共有の場として
重要な機能を果たしており、今後も効
率的な運営に心がけ継続していく。

財政健全経営計画
実行プラン

終期

対象

庁議の開
催数(回)

40

上乗せ

該当
給付
事業

東村山市 清瀬市

外部評価対象

小平市

自主的
(条例・規則等)

2,906

32

目的
・

意図 80,97641

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

事業
内容
・

活動
手段

政策会議に付議すべき事案が
発生するごとに、①付議申請
の受理②政策会議開催通知及
び資料の事前配布③政策会議
の開催④議事録の作成を行っ
ている。

74,513

71,500

39 15 －

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

2,860

事業
内容
・

活動
手段

2,89115

705 712 71,200

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

10

32 3,288 3,320

西東京市

市行財政の重要施策等を審議
策定する。また、市政に関す
る情報を共有するとともに、
知識と見解を市政へフィード
バックする。

原則、毎週火曜日に開催する
ことを前提に、①付議、報告
事案申請の受理②庁議開催・
不開催の通知及び資料の事前
配布③庁議の開催④議事録の
作成及び庁内への公表を行っ
ている。

西東京市

10 7

10

03-01-01

03-01-02

03-01-03

03-01-04

東村山市

東京都市町村企画
研究会参画事業

努力義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

横出し

根拠
法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

企画調整課

庁議運営事業

企画調整課

政策会議運営事業

企画調整課

市政運営上の課題
調整事務

西東京市

清瀬市

根拠
法令
等

小平市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的
給付
事業

該当

義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

政策・計画・予算等に関して
高度の判断を行う。

6

7

理事者課
題協議の
延べ事案
数(件)

義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

根拠
法令
等

東京都市町村企画研究会、東
京都市町村企画研究会第５ブ
ロック（企画研究会部会）企画調整課

 (改正実施年度　　年度)

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成24年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

行政管理課長
道辻　正信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

秘書広報課長
渋谷　千春

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　負担金　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

全部
委託

3,061

03-01-08

秘書広報課
秘書係

市長会参画事業

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

根拠
法令
等

各市間の連絡協議、課題共有
により、単独では実現困難な
事案を共同で解決する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

業務フローに改
善の余地がある

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

負担金支出先、全国市長会等

市長会等
への参加
回数
(回)

3,061 1,549

横出し

廃止予定
の有無

2,934 1,568 4,502 321,571

効率性

14 2,934

外部評価

15

一部
委託

30年度の方向性 現状維持

東京都市長会　会則、全国市長会　会則

14 3,046 3,046 1,626 4,672 333,714 －

説明：
他団体主催のものであるため。

総合評価（課題・方向性）：
市単独で実現困難な事業の共同解決の
ため、引き続き参画していく。

事業
内容
・

活動
手段

全国市長会、都市長会等との
連絡調整及び負担金の支払
い。会議等への参加、国や都
への予算要望活動。

上乗せ 3 達成度 3

説明：
前年並みに参画している。

4,610 307,333

 直営
（委託無）

対象

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

説明：財務会計システムの再構築に当た
り、行政評価機能を活用することとして
おり、その構築により行政評価の精度向
上、評価表作成に係る事務負担の軽減等
を図ることができる。

効率性 4 3

説明：事務事業評価表及び施策評価表の
様式改訂により事務量は増加したが、人
員が1名減となる中でトータルコストの多
くを占める人件費（理論値）が減少した
ため、効率性が4となった。

21,600

廃止予定
の有無

17,038

26 30,682

19,931 28,554

43 －

東村山市 清瀬市

外部評価

一部
委託

全部
委託

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

40

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

上乗せ

達成度

終期

48,500

効率性 1 達成度
会議開催
回数
（回）

（市）東久留米市行財政改革推進本部設置規程

－

説明：会議運営が主となる業務であり、
改善の余地はないものと考えられる。

横出し

45.2

対象

終期

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

9

26

26 21,574704

23,763

30年度の方向性 その他

総合評価（課題・方向性）：
評価：市の財政状況は逼迫しており、
歳入に見合った歳出構造の再構築が求
められている。28年度については、事
務事業評価表の改訂により所管課が事
務事業評価を通じて自主的・自発的な
改革、改善を図っていくための仕組み
を構築するなど一定の評価ができる。
課題：現行の表計算ソフトを用いた事
務事業評価表の作成では、各課におけ
る事務負担（事業費の集計等）が多大
であるので、この点につき解決してい
く必要がある。
方向性：財務会計システムの再構築に
当たり、行政評価機能を構築中であ
り、平成30年度よりシステム化する予
定である

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

3

説明：効率的な会議開催のあり方とし
て、複数の案件を可能な限り1会議で議論
できるよう日程を調整した結果、活動指
標である会議開催回数が減少し、効率性
としては1となった。今後も同様に可能な
限り案件をまとめて会議を実施してい
く。

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　

36

8 926 57,875

30年度の方向性 現状維持

22 22 571 593 65,889

自主的
(条例・規則等)

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

市が行っている施策・事務事
業

義務的
(法律・政令等)

西東京市

（市）東久留米市の行政活動に対する評価に関する規則
（市）東久留米市事務事業評価及び施策評価実施要領

 直営
（委託無）

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

終期

政策的
給付
事業

該当

対象

事務事業
数
（事業）

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

補助
金

指定
管理

総合評価（課題・方向性）：
評価：現在の社会経済情勢下では、行
財政改革なくして、持続可能な市政運
営は不可能である。28年度も実行プラ
ンの改訂など、本市の行財政改革を推
進するための決定がなされ、一定の評
価ができる。
課題：より効率的な会議運営に努めて
いく必要がある。
方向性：近年の社会保障関連経費の増
加及び少子高齢化の情勢に鑑みれば、
行財政改革に係る取り組みは、最優先
に実施すべき事項であり、今後、一
層、行財政改革推進本部の役割は強
まっていくものと考えられる。

事業
内容
・

活動
手段 679

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

西東京市

 (改正実施年度　　年度)

　

根拠
法令
等

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

対象

該当

上乗せ 横出し

アンケー
ト調査回
収率(％)

自主的
(条例・規則等)

小平市

16

14

廃止予定
の有無

　制度改正の
余地がある 　

説明：27年度は28年2月調査の大部分の事務を行い、28
年度は同調査の最終取りまとめ、29年4月調査の準備の
みを行ったため、効率性としては5となった。調査の時
期により27年度と28年度に行った事務内容に大きく違い
があるため、「トータルコスト/活動指標」から算出さ
れる効率性では本事業の効率性は判定できるものではな
い。
また、原則隔年度に実施してきた本事業は、平成29年度
以降は他課の市民アンケートと統合した上で毎年度同時
期に実施していく予定であり、今後は効率性の判定が可
能となっていくものと思われる。

281 1,634 45,389

補助
金

目的
・

意図

市民の評価により、施策等の
成果が的確に把握できる。

3
26

成果指標
として活
用した数/
アンケー
ト設問数
(％)

1,353

西東京市

外部評価

36.0

指定
管理

1,353

現状維持

39.0 11 11 197 208 5,333 100

説明：調査項目の設定、対象者の抽出等を除く業務を委
託により実施しており、これ以上の業務フローの改善は
難しい。また、行政評価を進める上で施策に対する意見
を市民に直接問う本事業の意義は高いため、制度改正の
余地もないと考えられる。
なお、平成29年度調査からは、他課の市民アンケートの
内容を盛り込むことで、市全体としての経費削減を図っ
ていく。

総合評価（課題・方向性）：
評価：行政評価を進める上で、施策に
対する意見を市民に直接問う本事業の
意義は高いものと考える。
課題：平成29年度から他課の市民アン
ケートと統合したことに伴い、設問数
の増加により、回収率が下がる懸念が
ある。
方向性：今後とも施策の成果等に係る
市民の意見を把握するため実施してい
く。なお、原則隔年度に実施するもの
としてきた本事業については、市全体
としての経費削減を目的に他課の市民
アンケートと統合を図ることとしたこ
とにより、平成29年度調査からは通年
実施となる。

事業
内容
・

活動
手段

市内の20歳以上の市民から無
作為抽出した2,000人にアン
ケート調査票を郵送し、回収
したデータを統計処理して取
りまとめるもの。
平成28年度は、前年度に実施
した調査の取りまとめ作業及
び次年度に実施する調査の準
備作業を行った。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

285 311 6,881

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

効率性 5 達成度

03-01-05

行政管理課

行政評価推進事業

行財政改革推進本
部会議運営事業

03-01-07

行政管理課

施策成果等アン
ケート調査事業

03-01-06

行政管理課

市民

市民の視点で評価を行う。

対象

東村山市

行政
補完的

政策的

清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

根拠
法令
等

8 918

36 643

行財政改革推進本部

行財政改革を積極的かつ総合
的に推進する。

平成28年度は、行財政改革推
進本部を9回開催し、22案件
について検討を行った。

40 19,891698

事務事業評価表、施策評価表
の取りまとめ及び公表
施策体系表の設計
平成29年度以降に向けた事務
事業の方向性等についての検
討

717 43 16,995

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

情報管理課長
保木本　健一

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成　２２年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

情報管理課長
保木本　健一

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

情報管理課長
保木本　健一

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

情報管理課長
保木本　健一

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

03-01-10

情報管理課
情報システム係

達成度

 直営
（委託無）

効率性 5

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

清瀬市 西東京市

終期

目的
・

意図

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東村山市

5

説明：業務フロー、制度改正ともシステ
ム運用課においては改善の余地はない。

3,583
説明：システム化された公共施設の数は
前年と変わらないが、システムの維持に
係る人員体制の見直しにより人件費が減
少したため効率性が向上した。

廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

105

2,106

総合評価（課題・方向性）：既存の財
務会計システムの運用保守期限が平成
３０年末までとなっており、財務会計
システムの再構築と統一的な基準によ
る地方公会計に対応したシステムの導
入を併せて実施していく。また財務会
計システムの端末としても使用する情
報系パソコンの更新も同様に平成３０
年末のため、同様に準備を進めてい
く。

外部評価

廃止予定
の有無

総合評価（課題・方向性）：システム
の効果的かつ効率的な運用を図るた
め、現行業務のシステム化を支援し、
安定稼働に努めている。平成24年１月
より稼働している住民情報系システム
は、「市ICT推進プラン」に基づき、
引き続き運用の精査を行い、最小の経
費で最大の効果を挙げられるよう、行
政事務の効率化と行政サービスの向上
を図っていく。新規の業務系システム
の導入に当たってはASPやパッケージ
システムの導入、カスタマイズの抑制
を図り、システム費用の削減を図る。

総合評価（課題・方向性）：電子申請
サービスは24時間365日、ネットを通
じて来庁することなく、申請や届出が
可能であり、処理状況を確認できるな
どのメリットが住民側にあり、ペー
パーレス化や郵送料の削減、集計の自
動化などのメリットが行政側にある。
現状では手数料が伴う申請や届出では
来庁する必要があるが、庁内及び庁外
に本事業についての周知を行い、認知
度を高め、申請可能なサービスの種類
や申請件数の増加を図り、費用対効果
や住民満足度を上げていく。

☑ 制度改正の
余地がある 　

電子申請サービス
事業

03-01-11

情報管理課
情報システム係

施設予約システム
サービス事業

年度毎の法改正等に対応する
ためのシステム（プログラ
ム）修正などのシステム保守
及び機器の保守を実施する。

システムの安定的な稼働を行
う。

33

03-01-09

情報管理課
情報システム係

庁内業務系システ
ム運用保守事業

廃止予定
の有無

上乗せ

該当
給付
事業

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

総合評価（課題・方向性）：ここ数
年、対象となる公共施設の追加がな
かったことから、システム化された公
共施設の数は横ばいとなっている。施
設を管理している所管課と連携して、
今後も施設予約システムの安定稼働を
続けるとともに、費用対効果を勘案し
つつ、まだシステム化されていない公
共施設のシステム化の検討を行い、拡
充を図っていく。

03-01-12

情報管理課
情報システム係

庁内情報系システ
ム運用保守事業

横出し

効率性

30年度の方向性 現状維持

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

業務フローに改
善の余地がある 　

612,353

終期

対象
説明：各システムの再構築等の際は、シ
ステムのカスタマイズを極力抑制するこ
とで初期導入費用の縮減は可能と考え
る。

説明：２８年度は法改正に伴うシステム
修正のほか、住民情報系システムの機器
更新や生体認証の導入、番号制度対応に
伴うシステム修正を行ったが、総合福祉
システム再構築を実施した２７年度に比
べ、事業費が減少したため効率性が向上
した。

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある

342,006

3

東村山市 清瀬市 西東京市

対象
財政健全経営計画

実行プラン
外部評価

小平市

345,402

30年度の方向性 現状維持

30年度の方向性 現状維持

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

説明：財務会計システム等の再構築等の
際は、システムのカスタマイズを極力抑
制することで初期導入費用の縮減は可能
と考える。

説明：障害発生件数はごくわずかで安定
的に稼働しており、職員の事務効率の一
助となっているものと考えられる。２８
年度は財務会計システムの再構築やネッ
トワーク強靭化に伴い、事業費・人件費
が増加したため効率性が低下した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

小平市 東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

2,345

15,412

59,646

2,482

26,171

市内在住・在勤者（利用者）

システム
化された
公共施設
の数(施
設)

対象

対象

2,345

2,482105

 直営
（委託無）

全部
委託

1,238

1,224

59,646

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

75,170

82,32582,325

11,322,750

75,235

642 2,748

34,124

3,706

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

9,404,375

90,582

99,010

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

達成度

15,589
3

　

達成度 3

3

　制度改正の
余地がある

効率性 4 達成度

説明：東京電子自治体共同運営協議会に
おいて共同で調達していることから業務
フロー、制度とも改善の余地はない。

説明：電子申請の種類は各所管課の利用
状況により微増・微減を繰り返してい
る。東京電子自治体共同運営協議会にお
いて共同で調達していることから事業費
は徐々に減少しており、安定稼働に伴い
人件費も減少傾向にあることから効率性
が向上した。

1

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある

16,685

－

816

効率性

12,376,250 －

－

－

10,587,471

825

35,295

9,480 771 10,251

9,585

2,106

10,410

31,154 80,055 230,797 17,968

11,517

14,647,824

10,701

18,634 266,822 16,5532,04141,352

500,739

512,550

359,974

4,968

10,466,727

133,759 284,891 16,744 498,026481,282 57,664

一部
委託

目的
・

意図 75,170

システムの安定的な稼働を行
う。

8

庁内情報系システム（グルー
プウェアシステム、財務会計
システム等）

ソフト
ウェア及
び機器の
保守管理
を実施し
ているシ
ステムの
数(個)

自主的
(条例・規則等)

全部
委託

一部
委託

庁内業務系システム（住民記
録システム、住民税システム
等）

ソフト
ウェア及
び機器の
保守管理
を実施し
ているシ
ステムの
数(個)

34

34

公共施設の利用貸出等におい
て、利用者の利便性の向上を
図るため、システムの安定的
な稼働を行う。

本事業は、インターネットを
利用して24時間、３６５日、
公共施設の空き状況の検索、
予約の受付を可能とするサー
ビスである。

105

西東京市

10,701

8
年度毎の利用実態等に対応す
るためのシステム（プログラ
ム）修正等のシステム保守及
び機器の保守を実施する。

8

23

328,849

指定
管理

補助
金

指定
管理

補助
金

西東京市

上乗せ

9,585

根拠
法令
等 9,480

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

市民（利用者）

電子化さ
れた申
請・届出
の種類(種
類)

17

20
本事業は、インターネットを
利用して24時間、３６５日、
申請・届出の受付を可能とす
るサービスである。

清瀬市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

小平市

申請・受付サービスの利便性
の向上を図るため、システム
の安定的な稼働を行う。

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成23年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

事業
内容
・

活動
手段

各課から依頼された都区内の
他の自治体宛ての文書を都庁
に持参し、宛名の市区町村へ
配付し、他の区市町村からの
当市宛ての文書を受領し、宛
名記載の各課へ配付する。

一部
委託

1,191

1,207 1,207

横出し

説明：委託業務であり、委託内容も単純
作業のため、業務フローの改善及び制度
改正の余地はない。

対象

10,000

1,206

現状維持

11 3,230 715 2,515 821 4,051 368,273 －

説明：
構成５市全体に及ぶものであり、市独自
の業務フロー構築や制度改正は困難であ
る。

総合評価（課題・方向性）：
圏域の将来像「みどりと生活の共存
圏」をめざし、構成5市が連携・協調
して研究活動や多摩六都フェア等の企
画等を行い、施策の実現を図ってい
る。
　多摩六都フェアの本市事業である
「ぴゅああーと展」は、同展実行委員
会の企画による障がい者の作品展で、
学生、福祉作業所職員、手をつなぐ親
の会等、同展の趣旨に賛同してくださ
る方々の思いに支えられ、年々その輪
が広がっている。
５市の総意により構成されている協議
会であり、今後とも継続の方向であ
る。

795

1,644

30年度の方向性

475 3,760

効率性 1

業務フローに改
善の余地がある 　

3,030 735

3,285

13

制度改正の
余地がある 　

効率性 3 達成度 3
82 1,289 129

説明：シルバー人材センターに委託し、
雇用の創出と経費の削減に努めている。

業務フローに改
善の余地がある 　

82 1,273 1271,191

1,206 86 1,292 129 －

2,295

268,571

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

圏域における共通施策の連携
を図ること。
圏域構成５市では対応しきれ
ない行政サービスの推進。小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

清瀬市 西東京市

外部評価

4,674

制度改正の
余地がある 　

達成度 3

説明：
構成５市全体に及ぶものであり、単独市
での効率化は困難であるが、今後も効率
的な事務執行を心がける。平成29年度に
事務局が当市に移転するため、その準備
事務により人件費が増となった。

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

多摩北部都市広域行政圏協議
会

協議会関
連会議開
催数(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

・多摩北部都市広域行政圏協議会規約
・多摩北部都市広域行政圏協議会審議会規程
・多摩北部都市広域行政圏協議会幹事会規程

事業
内容
・

活動
手段

広域行政圏協議会、同協議会審
議会、同協議会幹事会、広域行
政圏計画策定専門委員会への参
画。
多摩六都フェアぴゅああーと展
の開催（実行委員会との調
整）。
多摩北部都市広域行政圏協議会
ホームページの新コンテンツの
作成。

359,538

横出し

対象

14 2,490

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

正規職員

小平市

2

最小の職員数で最大の効果を
上げる職員体制を実現する。

東村山市 清瀬市

14

業務の民間化・民営化に伴い
生じた職員の任用替えの推進
などによる、定員数の適正な
管理
財政健全経営計画実行プラン
における「定員管理の適正
化」の項目の更新

8

企画調整課

広域行政圏協議会
参画事業

03-01-15

30年度の方向性 現状維持

（国）地方自治法172条3項
（市）東久留米市職員定数条例
（市）財政健全経営計画実行プラン 2 6 6 7,957 7,963 3,981,500 －

説明：行政サービスの内容と業務量に応じた計画的な定
員管理を行うためには、あらゆる視点から対策を講じて
いく必要があり、業務フローは定まるものではない。ま
た、市の財政状況を鑑みると行政運営の基幹的必要経費
である人件費総体の抑制は必須である。本事業は実行プ
ランに掲げる「定員管理の適正化」の項目に基づくもの
であり、その内容は毎年度見直しを図っていることか
ら、本評価による制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
評価・課題：最近の社会情勢等を受け
て、福祉部門等での行政ニーズの高ま
りが生じている状況においても、実行
プランに掲げている職員数を今後も適
切に達成していく必要がある。
方向性：行政サービスの内容と業務量
に応じた適正な職員配置と計画的な定
員管理により、効率的で効果的な行政
運営の推進に資するため、今後もあら
ゆる工夫を凝らし、その進捗管理を着
実に実行していく。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

3

西東京市

1

03-01-13

行政管理課

定員管理事務

業務フローに改
善の余地がある 　

7,591,000

7,685 3,842,500

効率性

説明：財政健全経営実行プランに掲げる
「定員管理の適正化」の項目の更新実施
数、トータルコストともに大きく変化が
なかったため、効率性は3となった。

達成度 3
14 7,671

8 7,583 7,591

制度改正の
余地がある 　

根拠
法令
等

 直営
（委託無）

172,228

165,824 9,060

15,174

205,085 14,743

172,228

165,824685

辞令の発令、各種保険手続
き、期末手当計算書、勤務条
件整備、法定調書電子化に伴
う事務

対象

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

事業
内容
・

活動
手段

政策的 (改正実施年度　　年度)

横出し

735

補助的な、又はより専門的な
業務を行う人材として職場に
配置する

臨時・嘱託職員

臨 時 ・ 嘱
託 職 員 必
要 数
（人） 712

給付
事業

終期

205,085

外部評価

財政健全
経営計画
実行プラ
ンに掲げ
る「定員
管理の適
正化」の
項目等の
更新実施
数（回）全部

委託
一部
委託

廃止予定
の有無

対象

行政
補完的

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ 達成度

説明：正規職員の欠員及び中途退職、育
児休業等による職員不足を補完するため
に、臨時の職が必要となる。また、専門
の知識、経験等が必要とされる業務を執
り行うにあたり、嘱託員の任用が必要で
ある。現段階では、業務フロー及び制度
改正の余地はない。

効率性 2

対象

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

299,086

263,205

職員課
人事給与担当

3

説明：財政健全経営計画における、定員
適正化による職員の減員分の補完につい
ての対策として、再任用職員を含む正規
職員の減員及び欠員を臨時・嘱託職員で
補完している。また、育児休業等代替の
臨時職員が年々増え続けていることや、
社会保険の適用拡大に伴い対象者が増加
し、さらには保険料率も上がったことか
ら、事業費が増え効率性が２となった。

174,884

－

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

 直営
（委託無）

小平市

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

目的
・

意図

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：
今後も各課の事務が円滑に進むよう、
適切に対応していく。

03-01-14

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

都区内の他の自治体（一部を
除く。）宛て及び他の自治体
からの文書

交換文書
の数(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

　― 10,000

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

根拠
法令
等

臨時・嘱託職員雇
用事務

現状維持

総合評価（課題・方向性）：引き続き
適正な業務遂行に努める。

30年度の方向性

187,402

219,828

255,305

全部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

確実な文書交換と費用の削減

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

清瀬市

行政
補完的

該当

地方公務員法
東久留米市非常勤嘱託職員に関する要綱
東久留米市臨時職員の任用等に関する規則

外部評価

10,000

西東京市

外部評価

03-01-16

総務課
法務・文書担当

都庁交換事務

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

727

事業
内容
・

活動
手段

公共施設マネジメント推進委
員会設置要領を改訂し、同委
員会での検討等を踏まえ、業
務委託も活用しつつ公共施設
等総合管理計画を策定する。

（国）公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針
（国）インフラ長寿命化基本計画

3 3,153 3,153

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

財政負担の軽減及び平準化、
公共施設の効率的な活用と適
正な維持更新の実現を図るた
めの、公共施設全体のマネジ
メント方針を示す。

小平市 東村山市

廃止(完了･統合含
む)

3,880 1,293,333 －

説明：業務委託により計画策定に係る
トータルコストは抑制されたものと考え
る。また、単年度事業であるため、業務
フローの改善や制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）
方向性：公共施設等総合管理計画につ
いては、総務省から28年度までの策定
を要請されており、本市では同計画策
定に向けた取り組みを26年度から実施
してきた。28年度においてはこれまで
の経過を踏まえ同計画を策定すること
ができたため、本事務事業としては廃
止の方向性となる。3 達成度 3

説明：28年度のみの事業であるため、効
率性等の判定はできない。

0 #VALUE!

業務フローに改
善の余地がある

効率性

0 #VALUE!

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

清瀬市

0

廃止予定
の有無

－ 0

根拠
法令
等

03-01-19

行政管理課

公共施設等総合管
理計画策定事務

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

－

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

終期

対象

公共施設等総合管理計画

公共施設
マネジメ
ント推進
委員会に
おいて、
公共施設
等総合管
理計画に
関する検
討が行わ
れた回数
(回)

努力義務的
(法律・政令等)

公共施設を長く安全に、かつ
利用者の方々が快適に利活用
できるよう、計画的な施設保
全に取り組んでいくもの。

－
財政健全経営計画

実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

5 14,434

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

横出し

小平市

 直営
（委託無）

廃止(完了･統合含
む)

総合評価（課題・方向性）：今後10年
間は、本整備プログラムに従って改修
及び更新工事を実施していく。また、
平成29年度には点検・診断結果や改修
履歴を含めた施設の維持管理及び運営
等に関する情報の一元化を図るための
システムを導入することにより、庁内
で情報を共有し、効率的な運用を図っ
ていく。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

5,751,400

#VALUE!

－

努力義務的
(法律・政令等)

28,757

#VALUE!0

外部評価

 (改正実施年度　　年度)

0

事業
内容
・

活動
手段

昨年度策定した東久留米市施
設保全計画の実行計画とし
て、施設の「劣化度」・「重
要度」・「費用の平準化」か
ら、10年間における施設改修
の順序等を示すもの。

達成度

西東京市

効率性 3 3

説明：単年度事業のため、中庸値として
記載している。

0

目的
・

意図

対象

対象 外部評価

0

30年度の方向性

－ 0

終期 平成28年度末

対象

市が保有もしくは管理する公
共施設

公共施設
マネジメ
ント推進
委員会開
催回数

14,434 14,323

30年度の方向性 現状維持

まち・ひと・しごと創生法

2 86 86 4,928 5,014 2,507,000 －

説明：
総合戦略の推進にあたっては、推進組織
の設置やＰＤＣＡサイクルの確立が国か
ら求められている。推進懇談会は、少人
数であるが、知見豊富な有識者を委員に
委嘱し、効率的な運営に努めている。

総合評価（課題・方向性）：
平成２８年度に策定したまち・ひと・
しごと創生総合戦略については、平成
３２年度までの計画となっており、計
画期間中の戦略推進に向け、引き続き
効率的な事務執行に努めるものであ
る。

事業
内容
・

活動
手段

まち・ひと・しごと創生総合
戦略の推進のため、外部有識
者によるまち・ひと・しごと
創生推進懇談会を設置し、振
り返り評価等について意見聴
取を行う。

0
3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
総合戦略の推進にあたっては、推進組織
の設置やＰＤＣＡサイクルの確立が国か
ら求められている。推進懇談会は、少人
数であるが、知見豊富な有識者を委員に
委嘱し、効率的な運営に努めている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

企画調整課

まち・ひと・しご
と創生総合戦略推
進・進捗確認事務

03-01-18

　
根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

まち・ひ
と・しご
と創生推
進懇談会
の開催回
数(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある

－

効率性

有識者からの意見を聴取し、
市政にフィードバックするこ
とにより、総合戦略の推進を
図る。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0

達成度 3

説明：28年度は基本事業単位で評価を実
施しており、より多くの関連する事務事
業について議論がなされた。それに伴
い、事業費、人件費が27年度と比較して
大幅に増加したため、効率性は1となっ
た。

155 162

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的

（国）インフラ長寿命化基本計画、公共施設等総合管理計画策定指針
（市）施設保全計画

説明：平成28年度に市として初めて策定
したため、今後の状況を見つつ、より良
くしていけるよう対応していく必要があ
る。

7

8

7

8

54,000

効率性 1

制度改正の
余地がある 　

0 －
財政健全経営計画

実行プラン

現状維持

（市）東久留米市の行政活動に対する評価に関する規則
（市）東久留米市事務事業に関する外部評価会議設置要綱
（市）平成28年度東久留米市事務事業に関する外部評価実施要領 5 258 258 345 603 120,600 －

説明：会議運営が主となる業務であり、
改善の余地はないものと考えられる。

総合評価（課題・方向性）：
評価：28年度は基本事業単位での評価
を実施し、事務事業単位に留まらない
広い視点をもった評価や提言をいただ
くことができた。
課題：時間的な制限がある中で、会議
開催前に委員へ事前に情報提供するな
どにより、効率的な会議運営に努めて
いく必要がある。
方向性：行政評価制度の一部としての
外部評価を適切に運営し、効率的・効
果的な行財政運営に資することとす
る。

事業
内容
・

活動
手段

事務事業に関する外部評価会
議の運営

制度改正の
余地がある

98 35,333

目的
・

意図

事務事業評価の妥当性を検証
するとともに効果的・効率的
な事業執行に向けた改善策等
の提言を得る。

対象

指定
管理

補助
金

　30年度の方向性

03-01-17

行政管理課

外部評価会議運営
事業

3

3

清瀬市 西東京市

外部評価

106

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

終期

対象

市の事務事業
財政健全経営計画実行プラン

会議開催
回数
（回）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

小平市

一部
委託

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

横出し

廃止予定
の有無

業務フローに改
善の余地がある 　義務的

(法律・政令等)
努力義務的
(法律・政令等)

03-01-20

施設建設課
保全計画・総合調
整担当

施設整備プログラ
ム策定事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

持続可能な行政運営

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 03 行財政改革の推進 基本事業番号・名 03-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

行政管理課長
道辻　正信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

全部
委託

3

　30年度の方向性

説明：28年度は事案が少なく会議回数が
半減したが、人件費（理論値）としては4
割減程度であったため、効率性が1となっ
た。本事業は27年度からの事業である
が、より効率的な会議運営のあり方を検
討していく。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

民間活力の導入が考えられる
市の事業

会議開催
回数
(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

横出し

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

 直営
（委託無）

一部
委託

指定
管理

補助
金

14

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

0 #VALUE!

　 現状維持

（市）東久留米市民間活力導入検討会議設置要領

2 6 6 169 175 87,500 －

説明：会議運営が主となる業務であり、
改善の余地はないものと考えられる。

総合評価（課題・方向性）：
評価：28年度は所管課から付議された
1事案について検討を行い、その方向
性を示すとともに、本会議で内容の検
討を行うことで「PFI等優先的検討規
程」等を策定することができた。
課題：より効率的な会議運営に努めて
いくとともに、財政状況が依然厳しい
中で、より多くの事案が付議されるよ
うにしていく必要がある。
方向性：指定管理者制度やPFI法の整
備などにより民間活力を導入できる範
囲が拡大していく中で、本会議が果た
す役割は大きく、今後も同様に開催し
ていく。

事業
内容
・

活動
手段 4

上乗せ 達成度

清瀬市 西東京市

14
廃止予定
の有無

本市が保有する公共施設の効
率的運営と適切な維持更新を
推進する。

－ 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

公共施設等総合管理計画
施設整備プログラム
（仮）公共施設一元化システ
ム

会議開催
回数
(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

廃止予定
の有無

対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

指定
管理

補助
金

外部評価

制度改正の
余地がある

達成度

財政健全経営計画
実行プラン

該当

民間活力導入検討会議の運営

271 285 71,250

効率性 1

目的
・

意図 － 0

0
説明：28年度からの事業であるため、効
率性等の判定はできない。

3

　

－ 0

業務フローに改
善の余地がある

#VALUE!

　

目的
・

意図

財政健全経営計画
実行プラン

制度改正の
余地がある 　

0
廃止予定
の有無

努力義務的
(法律・政令等)

終期

30年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市公共施設マネジメント推進委員会設置要領

5 9 9 717 726 145,200 －

説明：会議運営が主となる業務であり、
改善の余地はないものと考えられる。

総合評価（課題・方向性）：
評価：28年度は会議の開催により公共
施設等総合管理計画などを策定するこ
とができ、一定の評価ができる。
課題：今後、必要不可欠な機能を維持
しつつ施設総量の適正化を図るため、
本委員会において効率的、効果的な検
討ができるよう努めていく必要があ
る。
方向性：今後の行財政改革の推進のた
めには公共施設マネジメントの推進は
欠かすことはできないものである。そ
のため、本委員会により本市が保有す
る公共施設の効率的運営と適切な維持
更新を推進していく。

事業
内容
・

活動
手段

公共施設マネジメント推進委
員会の運営

所管課から付議された事案に
ついて、民間活力導入検討会
議でその方向性を示し、行政
サービスの向上と効率的な行
財政運営を図る。

効率性 3

0 #VALUE!

清瀬市 西東京市

－ 0

対象 外部評価

3

説明：28年度のみの事業であるため、効
率性等の判定はできない。

0

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

17 17 17 299 316 18,588 －

説明：本事業は単年度事業であるため、
業務フローの改善等の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
評価：他市等の様々な業務改善事例を
収集する中で、本市の状況に合った事
例を精査することができ、一定の評価
ができる。
方向性：業務改善ハンドブックの作成
は完了しているため、作成事務として
は廃止となる。29年度以降は各課から
業務改善事例の情報提供があった際な
どに随時更新をしていくこととなる。0 #VALUE!

達成度 3

#VALUE!

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　

0 #VALUE!

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

ＰＦＩ等手法の導入を行うに当たって
必要な手続を定めることにより、新た
な事業機会の創出や民間投資の喚起を
図り、効率的かつ効果的に社会資本を
整備するとともに、市民に対する低廉
かつ良好なサービスの提供を確保し、
もって地域経済の健全な発展に寄与す
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

－ 0

上乗せ 横出し

－ 0 #VALUE!

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

（国）多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針

1 11 11 513 524 524,000 －

説明：総務省より提供された「PPP/PFI手
法導入優先的検討規程策定の手引」等を
もとに策定しており、また、策定事務と
しては単年度事業であるため、業務フ
ローの改善等の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
方向性：ＰＦＩ等手法導入優先的検討
規程等については28年度に策定完了し
たため、方向性としては廃止となる。
本規程については、人口20万人以上の
市区町村に策定が要請されており、人
口20万人未満の本市としては策定に努
めることといった内容の要請であった
が、本市の財政状況等を踏まえ、28年
度にＰＦＩ等手法の導入を行うに当
たって必要な手続きを定めたものであ
る。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市ＰＦＩ等手法導入
優先的検討規程の作成
東久留米市ＰＦＩ等手法導入
優先的検討規程に関するガイ
ドラインの作成

行政
補完的

3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：28年度のみの事業であるため、効
率性等の判定はできない。

 直営
（委託無）

全部
委託

自主的
(条例・規則等)

効率性

対象

市職員

根拠
法令
等

03-01-23

行政管理課

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

－

業務改善
ハンド
ブックに
掲載した
業務改善
事例数(事
例)

事業
内容
・

活動
手段

業務改善事例の収集
掲載事例に関する所管課調整

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

業務フローに改
善の余地がある

業務改善ハンド
ブック作成事務

03-01-24

行政管理課

ＰＦＩ等手法導入
優先的検討規程等
策定事務

03-01-22

行政管理課

公共施設マネジメ
ント推進委員会運
営事業

03-01-21

行政管理課

民間活力導入検討
会議運営事業

0

根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

ＰＦＩ等手法の導入が考えら
れる市の事業

民間活力
導入検討
会議にお
いて、Ｐ
ＦＩ等手
法導入優
先的検討
規程等に
関する検
討が行わ
れた回数
（回）

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

職員一人ひとりが知恵を出し
合い業務改善を進めていくこ
とで、効率的で効果的な行政
運営に資する。小平市 東村山市

東久留米市


